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公益財団法人 アドヴァン山形育英会 奨学金規程 

 

第１章 総則 

 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公益財団法人アドヴァン山形育英会（以下、「当財団」という。） 

定款第４条に規定する奨学金の給付等に関し、必要な事項を定めることを目的と

する。  

 

（奨学生の資格） 

第２条  当財団が奨学金を給付する者は、自らの夢や目標に向けて学ぶ意欲がありながら

も、経済的な理由で学業に専念できない学生で、東京都内の大学等に通う者とす

る。 

２  前号の大学等とは、大学、大学院、専門学校等をいう。 

３  当財団から学資の給付を受ける者を奨学生と称し、給付する学資を奨学金と称す 

る。 

４  奨学生は、その募集を行う年の4月1日時点において満29歳以下の者を対象とす 

る。 

 

（給付等） 

第３条 奨学金は、奨学生が進学する大学等の授業料、施設負担金及びその他大学等の成 

業に必要な費用に充当することを目的として給付する。 

２  奨学金給付総額の上限及び各奨学生の給付額詳細については、理事会が決定す

る。 

３ 奨学金は、第８条及び第１１条に規定する場合を除き、返還を要しない。 

４ 奨学金の給付は、決定した給付額を、奨学生本人名義の銀行口座に振り込むこと

により行う。 

 

（給付期間） 

第４条 奨学金の給付期間は、原則として1年間とする。（財団設立時のみ１年５か月） 

２ 翌年度以降の新規募集への再応募は可とする。 

 

（奨学生の募集） 

第５条 奨学生の募集は、毎年1月から4月にかけて行うものとする。ただし、理事会の決 

定により、臨時の募集時期を設定することができる。 

２ 奨学生の募集は各大学等の学生課、もしくは奨学金担当（以下「学生課等」とい

う。）を経由して行う。 
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第２章 奨学生の採用及び奨学金の給付 

 

（奨学生の申請手続き） 

第６条 奨学金受給を志願する者は、以下の書類を、学生課等を経由して、申込みを行う

ものとする。 

（1）願書 

（2）在学学校長または教授等の推薦状 

（3）その他募集要項に定められた書類 

２ 奨学金受給を志願する者は、各種書類の提出をもって、この規程に同意したもの

とする。 

 

（採用） 

第７条 奨学生候補者の採用は、奨学金受給希望者から提出された書類を選考委員が審査

し、面談を行い、代表理事へ報告する。代表理事は、その採否を決定し、理事会

へ報告するとともに、その採否を在籍する教授または学生課等を経由し、本人に

通知する。 

２  奨学生候補者に採用された者は、前項の通知を受けた日から所定の期日までに以 

下の書類を当財団に提出するものとし、当財団がかかる書類を確認した段階で奨

学生候補者が奨学生となるものとする。 

   （1) 銀行口座届 

 (2) 当財団が指定する内容の誓約書 

     (3) その他当財団が指定する資料 

３  特別の理由なく所定の期日までに書類が提出されない場合、当財団は採用を取り 

消すことができる。 

 

（採用の取り消し） 

第８条 奨学生候補者または奨学生が第１８条に該当すると認められた場合、当財団は 

       採用を取り消すものとし、当該奨学生は給付を受けた奨学金を直ちに返還しな 

       ければならない。 

 

（奨学金給付の休止、停止及び打ち切り） 

第９条 奨学生が休学した場合、もしくは３か月以上欠席した場合、または次項の(1)～ 

(10)に該当する可能性が認められる場合、当財団は理事会の決議により次回の 

奨学金の給付を休止または停止することができる。なお、本条でいう「休止」 

とは給付時期を延期すること、「停止」とは一定期間の給付を行わないこと、 

「打ち切り」とは奨学金の給付を受ける権利を取り消し、以後の奨学金給付を 

行わないことをいう。 

２   奨学生が次の各号の一に該当すると認められる場合、当財団は理事会の決議によ 

     り奨学金の打ち切りを決定することができる。 
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      (1) 第１２条、第１３条に定めた届出の履行を怠った場合 

       (2) 第１８条に該当すると認められた場合 

       (3) 各届出、報告、申請内容を偽装した場合 

       (4) 奨学金を支給目的に沿わない使途に使用した場合 

       (5) 進級しなかった場合 

    (6) 学業成績または素行が不良になった場合 

       (7) 奨学金を必要としない理由が生じた場合 

       (8) 疾病、不慮の事故、災難などのために成業の見込みがなくなった場合  

      (9) 第２条に規定する奨学生としての資格がなかったと判明した場合 

 (10)前各号の他、奨学生として適当でない事実があった場合 

 

（奨学金給付の再開） 

第10条 第９条第１項の規定により奨学金の給付を休止または停止された者が、休止また 

は停止されるに至った理由が改善され、給付の再開を願い出たときは、当財団は 

理事会の決議により奨学金の給付を再開することができる。 

 

（奨学金の返還請求） 

第11条 第９条第２項の規定により奨学金の打ち切りを決定した事案について特に悪質と 

認められる場合、第３条第３項の規定にかかわらず、当財団は理事会の決議によ 

り支給した奨学金の一部または全部の返還を求めることができ、この場合、当該 

奨学生は返還を求められた奨学金を直ちに返還しなければならない。 

２  既に奨学金の給付を満了した奨学生について第９条第２項の事実が発覚した場 

合、第３条第３項の規定にかかわらず、当財団は理事会の決議により支給した奨 

学金の一部または全部の返還を求めることができ、この場合、当該奨学生は返還

を求められた奨学金を直ちに返還しなければならない。 

 

 

 

第３章 奨学生の義務 

 

（当財団が求める各種書類の提出） 

第12条  奨学生は、奨学金給付を受けるにあたり、当財団より各種書類の提出を求められ

た場合は、速やかに提出しなければならない。   

  

（異動の届出） 

第13条 奨学生及び保護者が次の各号の一に該当する場合は、直ちにその旨を届け出なけ 

ればならない。  

  (1) 休学、復学、転学または退学する場合 

  (2) 停学その他の処分を受けた場合 
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(3) 病気、事故その他の理由により、欠席が３か月以上にわたると見込まれた 

場合  

  (4) 最短修業年限で卒業できないことが確定した場合  

 (5) 6年制の学部・学科に編入することが決まった場合 

(6) 他の大学等に編入することが決まった場合 

(7）当財団に登録した情報等（氏名、住所、電話番号、メールアドレス、振込 

口座等）に変更があった場合 

  （8）保護者が再婚する等奨学金を必要としない理由が発生した場合 

（9）奨学生が他の給付型奨学金の給付を受けることが決定した場合 

(10)当財団の奨学金を辞退する場合 

 

（死亡の届出） 

第14条  奨学生が死亡した場合には、保護者、教授または学生課等が直ちにその旨を届け 

    出なければならない。  

 

（奨学金受給の辞退） 

第15条  奨学生は、奨学金受給の辞退をいつでも申し出ることができる。  

 

（奨学金の返納） 

第16条  奨学生は、交付された奨学金の一部または全部を当財団にいつでも返納すること 

ができる。 

 

（指導への対応） 

第17条  当財団は、奨学生の自立心の向上を目的として、学業成績及び生活状況に応じた 

適切な指導を行うことができる。奨学生は、当財団の指導に真摯に対応しなけれ 

ばならない。 

 

 

 

第４章 反社会的勢力の排除 

 

（反社会的勢力の排除） 

第18条  以下に該当する者は、当財団の奨学生となることはできない。  

(1) 本人及び生計を一にする家族が、暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくは 

これらに準ずる者またはその構成員（以下、総称して「反社会的勢力」とい

う）である。  

(2) 反社会的勢力に自己の名義を利用させようとする者。  
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第５章 補則 

 

（本規程の改廃） 

第19条 この規程の改廃は、理事会において行う。  

 

（細則） 

第20条 この規程の実施について必要な事項は、代表理事が別に定める。  

 

 

附則  

この規程は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第4条に定める公益認

定を受けた日から施行する。 

 


